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 通勤交通は、居住地と従業地との地理的位置関係

によって発生するものであるから、通勤トリップ長

はこれらの位置関係、特に従業地の空間分布として

の都市構造（一極集中型あるいは多極分散型）等に

よって異なってくる。また、通勤トリップ長は通勤

者がそれぞれの住宅から近い従業地を勤務先として

いるか（通勤距離の最小化）、あるいは遠くの従業地

を勤務先としているか（通勤距離の最大化）等の通

勤者の交通行動によっても異なってくる。通勤トリ

ップ長を基礎にした分析は、持続可能な都市の形成、

あるいは各種の都市交通政策等を考えるうえでも重

要である。 
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図－1 プリファレンス曲線の例（札幌市の通勤交通） 

 

表－1 図－1 の曲線に対する回帰係数 
 本研究では、通勤交通行動を計量的に分析するこ

とができるプリファレンス曲線を基に、従業地の空

間分布の変化が通勤トリップ長に与える影響につい
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回帰係数 1972年 1983年 1994年
a -0.5900 -0.8876 -0.7437
b 1.4548 1.6661 1.5310
c 0.1382 0.1994 0.1990

相関係数 0.9948 0.9850 0.9860  

の途中に介在する機会数に反比例する」というスト

ウファーの介在機会モデルの概念を基礎としている。 
  

そして、この曲線を通して就業者が居住地からある

確率に従って従業地を選好して通勤するという行動

を把握することが可能となる。 
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 プリファレンス曲線は、図－1 に示されているよ

うに従業地の分布状況を表わす集中トリップの累積

比率と、居住地における就業者の発生状況を表わす

発生トリップの累積比率の関係を示したものである。

この曲線は、「ある出発地からある到着地までのトリ
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 プリファレンス曲線を通して交通行動の相違を分

析するためには、計量的に算定できる指標あるいは

曲線回帰によるパラメータの推定が必要である。図

－1 及び表－1 の例に見られるように、札幌市の通勤

交通を対象にしたとき、曲線の特性及び形状等から

2 次曲線による回帰曲線が相関係数及び適合度指標

からも優れていることが確認されている。そこで、

本研究においては各ゾーンの通勤交通行動は、各ゾ

ーンのプリファレンス曲線に対する回帰係数の値に

従って行われるものとする。 
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ーンの従業地に対する立地量（集中トリップ）が与

えられたとき、居住地と従業地間の分布交通量（OD 

交通量）は各ゾーンのプリファレンス曲線を通して

容易に算定することができる。すなわち、各ゾーン

の通勤交通行動は立地量の変化に関わらず同じとし

たとき、プリファレンス曲線を通して、立地量の変

化に伴う OD 交通量も容易に算定できる。本研究にお

いては、各ゾーン（居住地）における発生交通量は

一定の下で、ある目的関数を最適化するような従業

地の空間分布としての各ゾーンの立地量と分布 OD

交通量の算定について試みるものである。 

 

３．通勤交通行動を考慮した問題の定式化 

 

 通勤トリップ長は、居住地と従業地との地理的位

置関係および空間分布によって異なってくる。した

がって、各ゾーンの居住地及び従業地に対する立地

量が変化すれば、各ゾーン間の OD 交通量も変化し、

延いては通勤交通エネルギー消費に関する指標であ

る総通勤トリップ長にも影響を及ぼす。そこで、本

研究においては各ゾーン（居住地）からの発生交通

量が一定の下で、通勤トリップ長を減少させるよう

な各ゾーンの従業地に対する立地量について考察を

試みるものである。すなわち、従業地の空間分布と

しての各ゾーンの立地量を変化（他ゾーンへの移転

等）させることによって、都市圏全体の交通エネル

ギー消費の減少を図ろうとするものである。 

 各ゾーンの通勤交通行動、すなわち各ゾーンのプ

リファレンス曲線を考慮した問題の定式化は以下と

なる。 
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ここで、 
o
iG , ：n

iG 各ゾーンの従業地に対する既存及び

新規の立地量 

iG∆ ： 立地量の変化量 

L
iG∆ , ：U

iG∆ 変化量の下限値及び上限値 
n
iug ： 立地量の相対比率 

n
ikug , ：n

ikcg ゾーン ij 間の距離を小大順に並び替

えた時の 番目ゾーンの相対比率及

び累積比率 

k

n
kicf )1( − , cf ：n

ik ２次曲線の回帰係数を用いたゾーン

における k 番目及びi 1−k 番目ゾー

ンの累積比率 

ikf , ：ikF ゾーン i における 番目のゾーン間

との OD 交通量の相対比率及び OD 交

通量 

k

iF ： ゾーン iにおける発生交通量 

ikd ： ゾーン ij 間の距離 

ia , b , ：i ic プリファレンス曲線の回帰係数及び定数

 

そうすると、式(1)～(10)を制約条件式として、式

(11)の目的関数を最小化する非線形の最適化問題と

なる。その結果、式(11)の総通勤トリップ長を最小

化するような各ゾーンの従業地に対する新規の立地

量及び OD 交通量を算定することができる。 

 

４．札幌市の通勤交通を対象とした分析結果 

 

本研究においては、図－2 に示す札幌市のゾーン

区分を対象に、1994 年の通勤交通に対するプリファ



レンス曲線を用いて問題の定式化及び計算を試みた。

札幌市における通勤交通の特徴のひとつとして、ゾ

ーン 1（図－２に示す濃いゾーン：CBD）の従業地に

対する立地量の比率が 19.5％（117,979 トリップ数、

総トリップ数 606,116）と、いわゆる一極集中型の

従業地の空間分布パターンである。そこで、本研究

では CBD の立地量を減少させ、他のゾーンに移転さ

せて総通勤トリップ長の減少させるような空間分布

パターンについて計算を試みた。次に、すべてのゾ

ーンを対象に立地量の変化を促した場合について考

察を試みた。このとき、下限値の設定としては当該

ゾーンの立地量を一定比率で減少させる場合、ある

いは一定のトリップ数で減少させる場合についてそ

れぞれ考えた。なお、ここでいう下限値は当該ゾー

ンの立地量を減少させる場合の値を示し、上限値は

当該ゾーンにおいて既存立地量に加えてさらに立地

可能な量を示している。 

まず、CBD（ゾーン 1）の立地量を減少させた場合

の結果が図－3 である。図－3 は、ゾーン 1 の集中ト

リップ数（立地量）を 5％から 20％まで、5％ずつ減

少させて、他のゾーンに移転させたときの平均トリ

ップ長の減少結果を示している。また、各ゾーンに

おいて新規に立地可能な量（上限値）も 1000 トリッ

プ数から 1000 ずつ 3000 トリップ数まで増加させて

いる。ゾーン 1 における集中トリップを減少させて

も、すなわち一極集中を緩和させても平均トリップ

長（あるいは総通勤トリップ長）の減少程度は必ず

しも大きくないことが理解できる。このとき、ゾー

ン 1 の立地量を減少させて通勤トリップ長を減少さ

せるような空間分布パターンは、ゾーン１の周辺ゾ

ーンであるゾーン 5,26,40,42 等の立地量を増加さ

せるパターンであった。すなわち、中心部ゾーンで

立地量を増加させる空間分布パターンであった。 

次に、すべてのゾーンを対象に立地量を増減させ

た場合について算定を試みた。図－４は、すべての

ゾーンを対象に立地量を変化させた場合の結果であ

る。各ゾーンの立地量の下限値を当該ゾーン立地量

の5％から30％まで5％ずつ減少させ、上限値を1000

から 3000 トリップ数までそれぞれ変化させている。

各ゾーンの立地可能量の範囲を増大させることによ

って、平均トリップ長を減少させることが可能であ

ることが理解できる。また、新規の立地可能量が

1000 トリップ数のとき、平均トリップ長の減少は大

きいが、上下限値によって減少程度も異なるようで

ある。また、CBD の立地量のみを対象に減少させた

場合に比べて、平均トリップ長の減少程度が大きく 

25

24

33

31

37
39

3223

22

17

18

16

14

13

12

15

5252

52

52
53

21

4

3

9

810

11

29

20
27

28

30

19

38

36
353426

5 46

47

45

48

1

50

51

4140

42
2

6

49

7

44
43

NN

0 5km

 
図－2 札幌市のゾーン区分 
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図－3 CBDの立地量を減少させたときの平均トリップ長の変化 
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図－4 立地量の変化に伴う平均トリップ長の変化 
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図－5 立地量が増加するゾーン 



なっていることが窺える。図－5 はすべてのゾーン

の下限値が 5％、上限値が 1000 トリップ数に対する

結果である。中心部ゾーン(図－5 の濃いゾーン)で

は立地量は増大し、郊外部では立地量は減少してい

る。このことからも、各ゾーンの通勤交通行動とし

てのプリファレンス曲線を基に通勤トリップ長の減

少をさせるような土地利用パターンを考えたとき、

より一極集中型を促すような土地利用パターンが平

均トリップ長をより減少させることが理解できる。 
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 本研究では、さらに通勤トリップ長を減少させる

ような各ゾーンの従業地の空間分布パターンとして

の立地量を求めるため、上下限値ともに同じトリッ

プ数を設定した。このとき、下限値は当該ゾーンの

立地量を越えない値を設定している。図－6 から各

ゾーンの立地量の変化量の範囲を増大させることに

よって平均トリップ長を減少させることが窺える。 

図－６ 上・下限値設定の場合の平均トリップ長の変化 
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しかしながら、変化量が 1000～4000 トリップ数程度

において平均トリップ長の減少程度は大きいが、上

下限値が増大するにしたがって、減少程度は小さく

なっている。一方、各ゾーンの立地量の変化を見る

と、図－7 に示すようにゾーン 1 から 5km 以内のゾ

ーンで増加、5km 以降のゾーンで減少させる立地パ

ターン、すなわち前述のようにより一極集中型の立

地パターンが総通勤トリップ長を減少させることが

窺える。図－8 の濃淡図は、上下限値 1000 に対する

結果で、中心部の濃いゾーンが立地量を増大させる

ゾーンである。この図からも、中心部ゾーンで増加、

周辺部及び効外部ゾーンで減少が理解できる。 

図－７ 上・下限値設定の場合の各ゾーンの立地量の変化量 
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 図－8 上・下限値設定の場合の立地量の変化 

５．あとがき  

今後は、居住地の空間分布が通勤トリップ長に与

える影響についても考察を試みる。 

 

 以上、本研究においては各ゾーンの通勤交通行動

を踏まえて、通勤トリップ長をより減少させるよう

な従業地の立地量について考察を試みた。結果を取

りまとめると①CBD の集中トリップ数を減少させて

も、すなわち従業地の分散化を図っても、通勤トリ

ップ長の減少程度は少ない。②中心部ゾーンでの立

地量増大、すなわち従業地の一極集中型が総通勤ト

リップ長をより減少させる。③下限値の設定は、当

該ゾーンの立地量を一定比率で減少する場合より、

トリップ数で減少させた場合の方がより総通勤トリ

ップ長を減少させる。 
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